
令和５年第８問について

【問 8 】 未成年者Ａが、法定代理人Ｂの同意を得ずに、Ｃから甲建物を買い受ける

契約 （以下この問において「本件売買契約」という。）を締結した場合における次の

記述のうち、民 法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、Ａに処分を許された

財産はなく、Ａは、営業 を許されてはいないものとする。

1 ＡがＢの同意を得ずに制限行為能力を理由として本件売買契約を取り消した場合、

Ｂは、 自己が本件売買契約の取消しに同意していないことを理由に、Ａの当該取消し

の意思表示を取り消すことができる。

論点：制限行為能力者自身が単独で制限行為能力を理由に取消した場合、取り消すこが

できる取消となるか？

結論：取消すことができる取消とはならない。すなわち取消できない。

理由：取消すことができる取消は、法律関係をいたずらに紛糾させ、相手方の

地位を極度に不安定にするから、とうてい認めることはできず、確定的

に取消されたものとされる。

参照条文：民法５条・ 120条・１２１条

​
2 本件売買契約締結時にＡが未成年者であることにつきＣが善意無過失であった場

合、Ｂは、 Ａの制限行為能力を理由として、本件売買契約を取り消すことはできない。

​
論点：制限行為能力を理由とした取消は、相手方の善意無過失に影響されるか？

結論：相手方が、善意無過失であっても取消できる。本件での Aは本件売買契約を取

り消すことができる。

​
理由：1、民法は相手方が善意無過失である要件を規定していない。

制限行為能力制度で取消が制限される規定は、民法２１条（制限行為能力者の

詐術）のみである。

2、民法は、事理弁識能力の劣る者を画一的に保護するための手段として制限行

為能力者に取消権を与えている。

そして、本問では当事者であるＣの善意・悪意・過失の有無を問わず取消すこ

とができると考えられます。そうでないと民法の制限行為能力の制度自体が無

意味になってしまからです。制限行為能力の制度に第三者保護規定がないのも

同様の理由からです。

​ ​ 参照条文：民法５条・ 21条・１２１条.９５条４項・ 96条３項

​ ​



3 本件売買契約につき、取消しがなされないままＡが成年に達した場合、本件売買

契約につ いてＢが反対していたとしても、自らが取消権を有すると知ったＡは、本件

売買契約を追認 することができ、追認後は本件売買契約を取り消すことはできなくな

る。

​
論点：取消権の消滅

​
結論：Aの取消権は、売買契約追認により消滅する（民法 122条・ 120条・ 124条１

項) ※本肢が正解

​
理由：民法の上記条文のとうり（１２２条）

​
補足：Bの法定代理権（親権）は民法８２４条より生じる。そして Aが成年に達したと

きに消滅する（８１８条１項・８２８条）。

4 本件売買契約につき、Ｂが追認しないまま、Ａが成年に達する前にＢの同意を得

ずに甲建物をＤに売却した場合、ＢがＤへの売却について追認していないときでも、Ａ

は制限行為能力を理由として、本件売買契約を取り消すことはできなくなる。​

論点：取消権の消滅

​
結論：Aは本件売買契約を制限行為能力を理由として取消すことができる（民法１２０

条）。

​
理由：問題文の Aと Cの売買契約・Aと Dとの売買契約は、取り消されるまでは有効

です。取り消されてはじめて効力を失います（１２０条・１２１条）

​
Aが本件売買契約（ＡＣ間の契約）を取り消すと AC間の契約は初めから無効と

みなされます（１２１条）。 そして AC間の契約が取り消されても AD間の売買

契約は取消されるまでは有効ですから、Aと Bは限行為能力を理由として取消す

ことができますし、Bは追認することもできます（民法１２2条・１２０条・１

２４条２項２号）。

Bが追認した場合は売買契約は確定的に有効となります。そして Aは他人物売

買の売主なります（ 民法５６１条）。
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